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【要旨】

近年、我が国の交通事故死者数は減少傾向ではあるが、交通安全対策の推進は引き続き重要な課題であり、積

雪寒冷地においても冬期の交通事故に有効な対策技術の向上が、地域にとって非常に重要な課題の一つである。

特に、交通事故死者数を更に削減するためには、致死率の高い郊外部における正面衝突事故など車線逸脱事故防

止対策を一層推進する必要がある。

本研究では、郊外部における道路交通の安全性を維持・向上させ、死亡事故に至る割合の高い車線逸脱事故防

止に資するため、ワイヤロープ式防護柵の各道路区分に対応した性能、仕様の検討、施工・維持管理技術の検討

や路肩への適用性検証、効果の測定などを行い、ワイヤロープ式防護柵の開発を行った。また、工作物衝突事故

対策箇所の選定技術、対策技術等について検討し、工作物衝突事故対策技術の提案を行った。

キーワード：交通安全、正面衝突、工作物衝突、事故対策、ワイヤロープ式防護柵

1．はじめに 

北海道の交通事故対策は、交通管理者との連携のもと、

必要な道路整備を進めてきた結果、平成14年度まで11

年間続いた都道府県別交通事故死者数ワースト1を、平

成15年から平成24年まで返上することができた。しか

しながら、致死率は全国平均の約 2.0 倍と未だに深刻な

状況が続いている。平成 23 年の北海道における交通死

亡事故のうち、最も多い事故類型は正面衝突であり、全

体の22%を占めており、その割合は全国に比べ2.4倍に

及ぶ（図１）。また、工作物衝突事故と路外逸脱事故は全

国的にも多く、交通事故死者数の更に削減するためには、

致死率の高い郊外部における正面衝突事故など車線逸脱

事故防止対策を一層推進する必要がある。

図1 北海道と全国の事故類型別死亡事故件数(平成23年) 

（独）土木研究所寒地土木研究所では、新たな正面衝

突事故対策手法として、２車線道路のセンターライン上

に切削溝を配置するランブルストリップス（写真１）の

開発及び実用化を行った 1)。ランブルストリップスは、

大きな正面衝突事故防止効果があることが確認されたが、

山間部の縦断勾配や平面線形などの道路線形が厳しい区

間では、その効果が減少することが明らかになった。そ

のような区間では、物理的に車線逸脱を防ぐことが求め

られるが、従来タイプの中央分離帯では、拡幅等を伴う

ため費用が高額になることから、設置箇所は限定される。 

写真1 ランブルストリップス（左：R237、右：R275） 

本研究では、郊外部における道路交通の安全性を維

持・向上させ、死亡事故に至る割合の高い車線逸脱事故

防止に資するため、ワイヤロープ式防護柵の各道路区分

に対応した性能、仕様の検討、施工・維持管理技術の検

討や路肩への適用性検証、効果の測定などを行い、ワイ

ヤロープ式防護柵の開発を行った。また、工作物衝突事

故対策箇所の選定技術、対策技術等について検討し、工

作物衝突事故対策技術の提案を行った。
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余裕がほとんど

ことができた。

設置すべき」と

が好意的な回答

術に関する研究

（大型車） 

離脱速度
(km/h)

離脱角
度(度）

27 0.39
26.6 0.84

レーション結果

ワイヤロープ

区間） 

 

 

験は、冬期間

た状況を再現

両（大型車）

定、及び、走

試験コースに

ワイヤロープ

縁石の区間（延

した。走行試

イヤロープ式

れも走行速度

となった（図

おいて、大型

どなかったが、

また、走行

と「設置して

答であった。

究 

 



項

支柱ピ

ワイヤー

支柱の

地表から
ロープまで

写真５ 

ワイヤロー

討するために

護柵に規制標

し、その種類

る視認性評価

交省北海道開

によるアンケ

は、縮小サイズ

ラバーポール

誘導標の設置

準通りの 40

と組み合わせ

ワイヤロー

軽量であるこ

しないこと、

ことがないこ

線誘導標とし

開発した（写

部には、２つ

ケーブルに固

府村天北峠に

加え、視認性

反射シートが

平成25年度

テストドライ

分離帯用Bm

Bm種の開

検討し、最終

試験道路に施

ーが大型貨物

柵性能確認試

表４ 試作防

目 仕

ピッチ

ーロープ 3×7

1段

2段

3段

4段

5段

の高さ 1

ワイヤー
での高さ

ゴム製デリネ

ープ式防護柵に

に、苫小牧寒地

標識、支柱の反

類や設置数を変

価試験を行った

開発局、ネクス

ケート方式とし

ズの指定方向外

ルの設置、及び

置、さらに、視

m 間隔、丸型

せることに対し

ープ式防護柵に

こと（金属製の

飛散した場合

ことが求められ

して弾性体に富

写真５）。飛散防

つの貫通孔を設

固定する構造と

には、開発した

性評価試験の結

が貼られた。 

度は、ワイヤロ

イバー運転によ

m種（一般道路

開発はCGシミ

終的に2種類

施工した。実車

物車両を運転し

試験Bm種と同

防護柵構造概要

仕様1

4.0m

φ18，5段 3×

段：970mm 1段

段：860mm 2段

段：750mm 3段

段：640mm 4段

段：530mm

030mm

ネーター（一般

における視線誘

地試験道路のワ

反射テープ、視

変えた状況下で

た。評価試験は

スコ東日本：計

した。その結果

外禁止標識、注

び、支柱には反

視線誘導標につ

型の形状、さら

して支持率が高

に設置される視

の部材は極力使

合でも、第三者

れる。これらを

富む合成ゴムの

防止のためにデ

設け、帯状のバ

とした。一般国

たゴム製デリネ

結果に基づき、

ロープ式防護柵

よる大型貨物車

路）の性能確認

ミュレーション

（表４）を試作

車衝突実験は、

し、設置基準に

同じ条件で行っ

要 

 

仕様2

3.0m

7φ18，4段

段：860mm

段：750mm

段：640mm

段：530mm

920mm

般国道275号）

誘導のあり方を

ワイヤロープ式

視線誘導標を設

で、夜間走行に

は、道路管理者

計 22 名）の参

果、防護柵手前

注意喚起反射板

反射シート、視

ついては、現行

らに、反射シー

高かった。 

視線誘導標には

使用しない）、飛

者に被害を及ぼ

を満足するする

のデリネーター

デリネーターの

バンドを最上段

国道275号音威

ネーターの設置

支柱キャップ

柵の開発として

車実車衝突実験

認試験を行っ

ンを使って仕様

作し、苫小牧寒

テストドライ

に定められた防

った。 
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を検

式防

設置

によ

（国

参加

前に

板、

視線

行基

ート

は、

飛散

ぼす

る視

ーを

の下

段の

威子

置に

プに

て、

験、

た。 

様を

寒地

イバ

防護

実

プ張

にお

であ

準を

準を

種向

抑え

行う

一

術政

表６

性

の衝

り、

く誘

が、

を満

性能

基準

にお

5 郊外部にお

表

ロープ張力 （kN）

車両重量 （t）

衝突速度 （km/

衝突角度 （度）

衝撃度 （kJ）
最大進入行程 （m）

離脱速度 （km/

（％）
離脱角度 （度）

（％）

防護柵設置基準規定
赤字は設置基準規定

仕様・実施

   項目

表６ 性

試験車両 衝
質量(t) (
20.0

(20.65) (

試験車両 衝
質量(t) (

1.0
(1.04) (

※（　）内の数値は

衝突

＜試験日　平成

実車衝突実験は

張力（20kN、

おいて実験条件

あったが、懸念

を満足する結果

を概ね満足する

向けの仕様と同

えることができ

うこととした。

一般道向けのB

政策総合研究所

６）。 

性能確認試験の

衝突に対して、

乗員の安全性

誘導された（写

車室が保存さ

満足しており、

能においても、

準の 1.1ｍ以下

おいては、離脱

ける車線逸脱

５ 実車衝突実
仕様1

平成25年9月

） 20

20.49

/h） 33.1

） 15

）
※1 58.02

※2 0.670

/h） 19.7

）
※3 59.5

） 0

）
※4 0

定値：※160kJ以上、※21
定値以下

施年月

写真６ 防護

性能確認試験の

衝突速度 衝突角度
km/h) (度)
35.0 15.0
(35.0) (14.6)

衝突速度 衝突角度
km/h) (度)
60.0 20.0
(60.3) (20.4)

は試験結果を示す。

突条件B

成26年3月6日(木)＞

衝突条
＜試験日　平成26

は仕様1で1回

10kN）で2回

件の衝撃度は規

念された最大進

果となった（表

る結果となるが

同じなので、共

きることから、

 

B種の性能確認

所内の衝突試験

の結果、車両の

防護柵を突破

性能は、乗用車

写真７）。車両損

れ、最大加速度

緩衝能力が確

最大進入行程

下という値を満

脱速度が衝突速

脱防止対策技術

突実験結果一覧
仕様2・1回目 仕様2

平成25年10月 平成2

20

20.45 20

33.3 3

14.1

51.90 49

0.502 0.

23.6 2

70.9 6

5.24

37.2

1.1m以下、※360％以上

護柵設置状況 

の衝突条件（B

車両
高

(車両総

・地盤条件：標準地盤
（表層はアスファルト舗
・支柱基礎：土中埋込
　（支柱を土中のサヤ
・供試体長：68.0m
・施工方法：北海道開
　　　　　河川工事仕様

条件A
年3月12日(水)＞

衝撃度
(KJ)

60以上
(62)

回、仕様2は2

回行った。3回

規定値よりわず

進入行程はいず

表５）。どの仕様

が、仕様1の構

共通化により製

仕様1で性能

認試験を国土交

験施設で行った

の逸脱防止性能

破されない強度

車が横転・転覆

損傷は前部が破

度も規定値の9

確認された。防

程は大型貨物車

満足した。車両

速度の6割以上

術に関する研究

覧 

 

・2回目

5年11月

10

0.36

5.3

13

9.45

797

23.3

66.1

0

0

上、※460％以下

Bm種） 

 

両重心
高さ(m)

1.4
総重量時)

盤上
舗装：120mm）

込み
ヤ管に埋込み）

開発局 道路・
様書に準拠

2種類のロー

回の実験全て

ずかに低い値

ずれも設置基

様でも設置基

構成部材はA

製造コストを

能確認試験を

交通省国土技

た（写真６、

能は、大型車

度を有してお

覆することな

破損している

90m/s2/10ms

防護柵の変形

車：0.65mと

両の誘導性能

上（大型貨物

究 

 



写真８ 衝

車66.9％、乗

以下（大型貨

た。その結果

ｍ種の試験項

らかになった

平成 26 年

ために連結材

突実験を行っ

の特性上、気

と張力が上が

設置されたワ

17.9kN の変

車線道路の分

おいても車両

量）が少ない

る最大進入行

とした。 

最初に、Am

平成26年9月

の衝突実験を

した。平成2

実験の最大進

入行程や離脱

概ね同様であ

破断するとい

詳細に分析し

を下げる動作

を破断した可

共同研究者

た結果、大型

写真７ 車両

衝突時の状況

乗用車62.7％）

貨物車0％、乗

果、「防護柵設

項目に対し、全

た。 

年度は、張力低

材を開発し、テ

った。ワイヤロ

気温が上がると

がる。道央自動

ワイヤロープ

変動があること

分離構造として

両衝突時の進入

いことが望まし

行程を小さくす

m種と同じ仕様

月30日に苫小

を行った結果、

23年に行った

進入行程1.18m

脱速度等の実験

あったが、端末

いう問題が生じ

した結果、張力

作が速く、引き

可能性が高いこ

者の鋼製防護柵

型貨物車が衝突

両衝突時の状況

（左）と破断し

）、離脱角度が

乗用車23.5％）

設置基準・同解

全て基準値を満

低下時における

テストドライバ

ロープ式防護柵

と張力が低下し

動車道大沼公園

プ式防護柵の張

とを確認した 2

て使うためには

入行程（対向車

しい。そこで張

する手法の開発

様で張力を15

小牧寒地試験道

最大進入行程

同じ仕様（張力

mと同じ値にな

験結果は、20k

末から8番目と

じた（写真８）。

力が低いので、

き下げられたロ

ことが明らかに

柵協会と対応策

突したときに、

況 

した支柱（右）

が衝突角度の6

と規定を満足

解説」に定める

満足したことが

る性能向上対策

バーによる実車

柵は、金属ロー

し、気温が下が

園 IC～森 IC間

張力が１年間

2)。幅員の狭い

は、張力低下時

車線へのはみ出

張力低下時にお

発に着手するこ

5kNに変更し

道路で大型貨物

程は1.18mを記

力20kN）の衝

なった 3)。最大

kN の衝突実験

と9番目の支柱

衝突時の映像

タイヤがロー

ロープにより支

になった。 

策について協議

車両下にワイ

16.
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6割

足し

る B

が明

策の

車衝

ープ

がる

間に

間に

い 2

時に

出し

おけ

こと

て、

物車

記録

衝突

大進

験と

柱が

像を

ープ

支柱

議し

イヤ

ロー

た。

持材

定す

くの

のは

プ式

造の

時に

の機

貨物

を利

のロ

真９

ップ

もう

最上

ップ

内側

もの

ので

点で

い込

行程

保す

る緊

や既

慮さ

1カ

連

に実

を加

を表

5 郊外部にお

ープが巻き込ま

既存技術では

材がある（写真

することにより

のを防ぎ、衝突

はみ出し量を低

式防護柵では車

のため、間隔保

に上段のロープ

機能が発揮され

物車両衝突時に

利用し、下段の

ロープと連結し

９）。この部材は

プを活用し、一

う一方を最下段

上段のワイヤロ

プとはスパイラ

側に摩擦力を増

ので、落石防護

である。連結材

で最上段のロー

込む時間がある

程を小さくする

することの他に

緊急時の開放区

既に設置してい

されている。連

カ所当たりの取

連結材を使用し

実験結果を検証

加えた。3 回行

表７に示す。

写真９ 間

写

ける車線逸脱

まれることを防

はガードレール

真９）。間隔保持

り、車両衝突時

突車両に対して

低下させる。し

車両衝突時に中

保持材を用いた

プも車両下に巻

れないことが予

に最上段のロー

のロープが下げ

して抵抗するた

は連結材と命名

一方を最上段の

段のワイヤロー

ロープに固定す

ラル状に成形し

増加するため、

護網等の留め具

材が間隔保持材

ープが他のロー

ることである。

ることと張力低

に、ワイヤロー

区間の設置の際

いる区間に容易

連結材の取り付

取り付け時間は

した衝突実験は

証し、より性能

行った大型貨物

間隔保持材（左

写真10 連結材

脱防止対策技術

防ぐ仕組みが必

ルに使用されて

持材は各ロープ

時にロープがバ

て面として働き

しかしながら、

中間支柱が折れ

た場合、下段の

巻き込まれ、防

予想される。そ

ープが車体にく

げられる力に対

ための部材を考

名され、既製品

のワイヤロープ

ープの下を通し

する（写真10 

した鋼線を数本

グリッド材が

具として使用さ

材と違う点は、

ープと連動せず

なお、連結材

低下時において

ープ式防護柵の

際に容易に取り

易に後付ができ

付けは支柱間に

は約1分であっ

は3回行われ、

能を向上させる

物車衝突実験の

左）と連結材

材の取り付け 

術に関する研究

必要と判断し

ている間隔保

プの間隔を固

バラバラに動

き、反対側へ

ワイヤロー

れてしまう構

のロープと同

防護柵として

そこで、大型

くい込むこと

対して、上段

考案した（写

品の巻付グリ

プに固定し、

した後に再び

）。巻付グリ

本撚り合わせ、

が塗布された

されているも

車両衝突時

ず、車体にく

材は最大進入

ても性能を確

の特徴でもあ

り外せること

きることも考

に 1 カ所で、

った。 

各回終了後

るための改良

の防護柵諸元

（右） 

究 

 



表７ 大型貨

 

 

 

 

 

実験結果を

が車体下に巻

は0.69mとな

値を記録した

が破断し、飛

0.96m となり

柱の破断は無

置基準を満足

て実験を行っ

CASE2 より

との影響から

連結材無使用

1.18m であっ

実験から、連

せる可能性が

る可能性もあ

表８ 連結

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年

連結材の最適

験を行い、連

た。 

大型貨物車

CASE1 とC

ロープ張力

車両重量

衝突速度

衝突角度

衝撃度

最大進入行程

離脱速度

離脱角度

仕様

   項目

防護柵設置基準

                   

写真11 

貨物車衝突実験

を表８に示す。

巻き込まれるこ

なり、A種の大

た。しかし、7

飛散した。CA

り、CASE1 よ

無かった（写真

足した。CASE

った結果、最大

りもさらに大き

ら、全てのロー

用の張力 15kN

ったのに対して

連結材の使用は

があるが、張力

あることが明ら

結材を活用した

年度は、ワイヤ

適な仕様を検討

連結材を使った

車衝突実験は、

CASE2 につい

C

平成2

（kN）

（t） 2

（km/h） 5

（度） 1

（kJ）
※1 1

（m）
※2 0

（km/h） 3

（％）
※3 7

（度）

（％）
※4

様・実施年月

準規定値：※1130k

             ※460％

CASE2（左：

験の連結材仕様

CASE１では

ことなく離脱し

大型貨物車衝突

番目の支柱の

ASE2 では、

よりも大きな値

真 11）。全ての

E3 では張力を

大進入行程が

きな値となった

ープが車両下に

N の実験では

て、大きな値と

は最大進入行程

力低下時におい

らかになった。

た大型貨物車衝

ヤロープ式防護

討するために大

た防護柵の性能

結果が良好な

いて、再度、標

CASE1 CAS

26年10月 平成26年

20 20

20.27 20.

50.9 51.

15.1 14.

37.5 137

0.67 0.9

38.1 44.

74.9 85

0.2 0

1.3 0

kJ以上、※21.5m以

％以下

連結材、右:衝

様と防護柵諸元

は、ワイヤロー

し、最大進入行

突実験で過去最

のスリット左部

最大進入行程

値となったが、

の項目で防護柵

を 12kN に変更

1.50m となり

た。張力が低い

に巻き込まれた

は最大進入行程

となった。3 回

程を大きく低下

いては、増加さ

 

衝突実験結果

護柵の開発とし

大型貨物車実車

能確認試験を行

な連結材の仕様

標準張力 20kN

SE2 CASE

年11月 平成26年

0 12

28 20.2

.5 50.2

92 15.5

7.6 141.

96 1.50

0 39.0

.4 77.7

0 0

0 0

以下、※360％以上、

衝突時の状況）

16.

6

写

諸元 

ープ

行程

最低

部分

程が

支

柵設

更し

り、

いこ

た。

程が

回の

下さ

させ

果

して

車実

行っ

様の

N と

低下

仕様

1.47

程0

張力

進入

の結

CA

最大

て採

表

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連

は平

柵は

けた

RTK

13）

認試

3

年11月

6

2

2

0

0

7

、

） 

最大

  項

防護

     

5 郊外部にお

写真12 防

写真13 試験車

写真14 衝突

下時の張力 12

様 CASE1、張

7mとなり、2

0.67mの約2倍

力20kNの最大

入行程が0.95m

結果から標準

SE1 より、標

大進入行程が変

採用することに

表９ 2種類の連

連結材を使った

平成 28 年 3 月

はAm種の仕様

た（写真 12）

K-GPS 制御ロ

、大型貨物車は

試験を行った

ロープ張力 （kN）

車両重量 （t）

衝突速度 （km/

衝突角度 （度）

衝撃度 （kJ）
大進入行程 （m）

離脱速度 （km/

（％）
離脱角度 （度）

（％）

仕様・実施

項目

護柵設置基準規定

                     

ける車線逸脱

防護柵（左：中

車両（左：RTK

突状況（左：乗

kN で実験を行

張力 12kN の

20kN（平成2

倍となった。連

大進入行程が0

mとなり、ほぼ

張力 20kN で

標準張力20kN

変わらないCA

にした。 

連結材仕様の大

たワイヤロープ

月に苫小牧寒地

様（表１）にC

）。試験車両

ロボットによる

はテストドライ

（写真14）。 

CASE1

平成27年7月

12

20.18

/h） 53.7

16.6
※1 183.2

※2 1.47

/h） 45.1
※3 84.1

0
※4 0

施年月

定値：※1130kJ以上

     ※460％以下

脱防止対策技術

中間支柱、右:連

K-GPS、右:自動

乗用車、右:大型

を行った（表９

の結果は、最大

26年10月）の

連結材の仕様C

0.92m、張力1

ぼ同じ値となっ

で最大進入行

N と張力低下時

ASE2 を連結材

大型貨物車衝

プ式防護柵の性

地試験道路で行

CASE2の連結

両の乗用車は

る完全自動無人

イバーによる操

CASE2

月 平成27年8月

20

20.32

51.3

14.9

136.4

0.92

38.6

75.2

3.2

21.5

上、※21.5m以下、※

術に関する研究

連結材） 

動操舵ロボ）

型貨物車） 

）。連結材の

大進入行程が

の最大進入行

CASE2では、

12kNの最大

った。これら

行程が小さい

時の12kN で

材の仕様とし

突実験結果 

性能確認試験

行った。防護

結材を取り付

脱着可能な

人走行（写真

操舵で性能確

CASE2

平成27年11月

12

20.58

52.8

13.9

127.7

0.95

41.3

78.2

0

0
※360％以上、

究 

 



写

写真15 乗用

写真16 大型

実験の結果

突に対して、

乗員の安全性

導され、車両

され、最大加

150m/s2/10m

防護柵の変形

車：0.945m、

う値を満足し

が衝突速度の

/52.7km/h、乗

脱角度が衝突

度/14.9 度、乗

値を満足した

に主要部材の

本目の支柱が

満足しなかっ

連結材の効

性能確認試験

本が乗用車の

連結材が上段

のワイヤが有

1.02mから0

大型貨物車

ヤ(3～5段目

タイヤの内側

車両を誘導し

目)の1本が押

本が有効に働

押し下げ防止

1.48mから0

連結材を使

ワイヤ

用車衝突状況

型車衝突状況（

果、車両の逸脱

防護柵を突破

性能は、乗用車

両損傷は前部が

加速度も79.0m

msを満足して

形性能において

、乗用車：0.9

した。車両の誘

の 6 割以上（大

乗用車69.6％

突角度の 6 割以

乗用車 25.5％

た。飛散防止性

の飛散が無かっ

がスリーブから

った。 

効果については

験と比較すると

のルーフに乗り

段ワイヤの押上

有効に働くこ

0.935mに低下

車衝突状況では

)の3本が前輪

側に入り、上段

していたが、2

押し下げられた

働き、車両を誘

止に有効に働

0.945mに低下

使った防護柵の

ヤ

（左：H23試験

（左：H23試験

脱防止性能は、

破されない強度

車が横転・転覆

が破損している

m/s2/10msと小

ており、緩衝能力

ても、最大進入

935m と基準の

誘導性能におい

大型貨物車 65

％：70.6km/h /

以下（大型貨物

％：5.1 度/20.0

性能においては

ったが、大型貨

ら引き抜かれ、

は、乗用車衝突

と、上段ワイヤ

り上げたが、27

上げ防止に効果

とで、車両の

下させたと考え

は、23年度の試

輪タイヤに押し

段ワイヤ(1～2

7 年度の試験

たものの、1～4

誘導し、連結材

働き、車両の最

下させた（写真

の性能確認試験

験、右:H27試験

験、右:H27試験

大型貨物車の

度を有しており

覆することなく

るが、車室が保

小さく、規定値

力が確認され

入行程は大型貨

の 1.5ｍ以下と

いては、離脱速

5.7％：34.6km

/101.4km/h）、

物車 10.1％：

0 度）となり規

は、乗用車衝突

貨物車衝突時に

飛散防止性能

突状況をＨ23年

ヤ(1～2 段目)の

7年度の試験で

果を発揮し、5

の最大進入行程

えられる（写真

試験で、下段ワ

し下げられ、前

段目)の2本み

験では最下段(5

4段目のワイヤ

材が前輪タイヤ

最大進入行程

真16）。 

験ではほとんど

ワイヤ 

16.

7

写真

験）

験）

の衝

り、

く誘

保存

値の

れた。

貨物

とい

速度

m/h 

離

1.5

規定

突時

に 7

能を

年度

の 2

では

5 本

程を

15）。 

ワイ

前輪

みで

段

ヤ4

ヤの

程を

どの

項目

で、

なお

しな

う予

 

3.2 

平

スリ

ち込

向上

また

び割

行っ

平均

約 4

約4

コア

ち込

ァル

 

防護

なる

低下

けて

22k

高張

ロー

1 時

時間

掛け

戻し

変動

張力

ずか

除雪

を確

5 郊外部にお

真17 打ち込

目において 23

連結材の仕様

お、平成 28 年

ない条件で、支

予定である。

施工・維持管

平成 23 年度は

リーブ打ち込み

込み治具は、施

上させるために

た、支柱基礎の

割れさせないた

った。アスファ

均約2分30秒

4 分を要した。

4分であった。移

ア抜きを行わず

込んだ場合は、

ルト舗装への損

高速道路の 2

護柵を設置した

ることが考えら

下を防止するこ

てから「防護柵

kN（冬期間）

張力を掛ける時

ープの上から 1

時間、3 段目は

間の高張力を掛

けることができ

してから張力を

動するが、プレ

力低下を防止す

か1時間であっ

雪作業で雪を押

確認するため、

ける車線逸脱

込み治具装着（

年度試験より

様はCASE2 が

年度に防護柵、

支柱引き抜き防

管理技術の開発

は効率的な施工

み治具を作成し

施工の正確性、

に、鉄材を削り

の施工時間短縮

ために、アスフ

ァルト舗装のコ

、次の削孔位置

さや管打ち込

移動準備を含

ず、アスファル

約 10 分を要

損傷は見られな

車線道路中央

た場合、張力管

られる。そのた

ことが重要にな

柵設置基準・同

に戻すプレス

時間の有効性も

1 段目はプレス

は2時間、4段

掛けた。プレス

きた約33kNと

を測定した結果

レストレッチに

する効果が確認

っても、その有効

押しつけた時の

苫小牧寒地試

脱防止対策技術

（左）と打ち込

り性能向上が確

が最適であると

連結材の仕様

防止策を講じ、

発 

工方法を確立す

し、試験施工を

効率性、治具

出し、製作した

縮とアスファル

ファルト舗装の

コア抜きは、1

置に移動準備を

込みは、1 本当

含めると、約7分

ルト舗装にさや

要した。いずれ

なかった。 

央分離帯にワイ

管理には交通規

ため、ワイヤロ

なるため、一度

同解説」に定め

ストレッチ法を

も確認するため

ストレッチなし

段目は3時間、

ストレッチの張

とした。初期張

果、気温低下に

においてもワイ

認された。また

有効性が確認で

の影響と除雪後

試験道路で試験

術に関する研究

込み状況（右）

確認されたの

と判断した。

様は極力変更

再試験を行

するために、

を行った。打

具の耐久性を

た（写真17）。

ルト舗装をひ

のコア抜きを

1 箇所当たり

を含めると、

当たり平均で

分を要した。

や管を直接打

れも、アスフ

イヤロープ式

規制が必要に

ロープの張力

度高張力を掛

める初期張力

を試行した。

めに、ワイヤ

し、2 段目は

5段目は18

張力は人力で

張力22kNに

により張力が

イヤロープの

た、時間はわ

できた（図５）。

後の堆雪状況

験を行った。

究 

 



写真18 除雪

写真19 試

図

17

18

19

20

21

22

23

24

25

緊張

(kN)

除雪作業後、

または下から

ことを確認し

平成 24 年

方法を検討す

ける試験施工

ロープの張力

材の破損、支

では支柱の傾

防護柵設置の

平面曲線半径

おいて試験施

効率的な施

基礎）打ち込

が、50～70本

の形状が細長

打ち込み治具

された打ち込

験施工を行っ

た平均時間は

秒であった。

雪試験（左）と

試験施工（左

図５ ワイヤロ

張時 １日後 2日後

プレストレッチ・無し プ

プレストレッチ・2時間 プ

プレストレッチ・18時間

防護柵の支柱

ら2段目のワイ

した（写真18）

年度は様々な道

するために、サ

工を行った。サ

力により、キャ

支柱の沈下等の

傾き、支柱スリ

の限界値を計算

径は100mと設

施工を行った

施工方法を確立

込み治具を製作

本程度の打ち込

長く、断面変化

具を短くする改

込み治具を使っ

った結果、163

は、施工機械の移

 

と除雪作業後の

：サグ区間、右

ロープの張力推

3日後 4日後 １週間

プレストレッチ・1時間

プレストレッチ・3時間

柱に影響は無か

イヤロープの高

。 

道路条件に適応

サグ・クレスト

サグ・クレスト

ャップの浮き上

の課題があり、

リットの開き等

算上、縦断曲線

設定し、苫小牧

（写真19）。 

立するために、

作し、道央道の

込みで折損した

化点の強度が低

改良を行った

って、苫小牧寒

3 本のスリーブ

移動を含め1

の堆雪状況（右

右：曲線区間）

 

推移 

間後 4週間後

かったが、最下

高さまで雪が残

応した構造や設

ト・曲線区間に

ト区間ではワイ

上がりや間隔保

また、曲線区

等の課題がある

線半径は2,100

牧寒地試験道路

スリーブ（支

の施工に活用し

た。打ち込み治

低いと推察され

（写真 20）。改

寒地試験道路の

ブ打ち込みに要

本当たり2分

16.

8

右）

 

写真

下段

残る

設置

にお

イヤ

保持

区間

る。

0m、

路に

支柱

した

治具

れ、

改良

の試

要し

分30

平

た設

ルバ

12 種

リー

実施

防

スリ

ーブ

30c

あれ

の損

する

巻き

50c

傷が

スリ

果、

等の

の最

や外

た。

決定

たわ

のマ

車両

ワイ

く機

5 郊外部にお

真20 折損した

写真

（左：支柱と

平成 25 年度は

設置方法・構造

バート上に設置

種類の支柱を試

ート製重錘を高

施した（写真2

防護柵のスリー

リーブを根巻き

ブ変位量と支柱

cm×50cm×1

れば、スリーブ

損傷も小さかっ

るためにスリー

きコンクリー

cm×15cm の

が少なかった。

リーブを1cm、

5cm突出させ

の構造部箇所に

最適な形状の検

外筒等、8 種類

実験結果から

定した（写真

わみ性防護柵を

マウントアップ

両が衝突した場

イヤロープ式防

機能しない懸念

ける車線逸脱

た打ち込み治具

真21 支柱衝突

と重錘、右：重

は実道への導入

造等について検

置するために

試作し、70ｔ

高さ3mから落

21）。 

ーブ（支柱基礎）

きコンクリート

柱変形量を測定

15cm の根巻き

ブ変量が少なく

った。同様に B

ーブ長を40cm

トブロックで

の根巻きコンク

スリーブ内へ

3cm、5cm突

せた場合が最も

に設置するため

検証を行った。

類の支柱形状を

ら橋梁用支柱の

22）。橋梁上の

を設置する場合

プされた分離帯

場合、車両がジ

防護柵の車両逸

念が生じたこと

脱防止対策技術

具と改良した打

突実験状況 

重錘吊り上げ状

入に向け、道路

検討した。橋梁

11 種類の支柱

クレーンで 2

落下させ、支柱

礎）を土中に建て

トブロックで補

定した。衝突実

きコンクリート

く、コンクリー

BOX カルバー

mに短縮し、ス

で補強した結果

クリートブロッ

への雨水進入防

突出させて実験

も損傷が少なか

めにベースプレ

ベースプレー

を試作し、衝突

の仕様として外

の中央にガード

合、通常は高さ

帯が設置される

ジャンプする可

逸脱性能や誘導

とから、平成

術に関する研究

打ち込み治具

状況） 

路条件に適し

梁や BOX カ

柱基礎形式と

.7t のコンク

柱衝突実験を

て込む場合、

補強し、スリ

実験の結果、

トブロックで

ートブロック

ート上に設置

スリーブを根

果、30cm×

ックが最も損

防止のために、

験を行った結

かった。橋梁

レートタイプ

ートに内リブ

突実験を行っ

外筒タイプを

ドレール等の

さ25cm程度

る。分離帯に

可能性があり、

導性能が上手

26 年度は車

究 

 



図

写真23 帯広

設置

写真22 支衝

（左：

道舗装面と同

に橋梁上の舗

柱基礎が収ま

ベースプレ

として、強度

するプレート

なった。開発

27 年 3 月に

大樹 IC 間の

真 23）。なお

プ式防護柵が

造物箇所にお

式防護柵を設

 

3.3 効果の測

ワイヤロー

には、防護柵

度の高い箇所

必要と考えら

間の抽出の考

行った。 

図６ 橋梁用支

広広尾自動車道

置されたベース

衝突後のベース

内リブタイプ

同じ高さで、支

舗装厚と同じ高

まる形状を考案

レート式支柱基

度計算を行った

トの板厚、大き

発されたベース

開通した帯広

の 3 箇所の複合

お、当該区間に

が設置された。

おいてもマウン

設置することが

測定 

ープ式防護柵を

柵の特性に適し

所を抽出し、重

られ、北海道内

考え方を整理し

支柱の基礎形

コンクリート

道の複合構造函

スプレート式中

スプレートタイ

プ、右：外筒タ

支柱を設置する

高さのコンクリ

案した。 

基礎のコンクリ

た結果、アンカ

きさを変更して

スプレート式中

広広尾自動車道

合構造函渠工で

には延長 1,668

この方式によ

ントアップ無し

が可能となった

を北海道内に導

し、かつ事故対

重点的に取り組

内一般国道にお

し、具体的な候

 

状 

アスファルト

函渠工に 

中間支柱 

イプの損傷状況

タイプ） 

る図６に示すよ

リート部分に、

リート厚 80ｍ

カーボルトを固

て対応すること

中間支柱は、平

道の忠類 IC～忠

で採用された

8m のワイヤロ

より、橋梁等の

しにワイヤロー

た。 

導入展開してい

対策としても緊

組んでいくこと

おける設置候補

候補箇所の選定
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ワイヤロープ型

による死亡事故

出は事故分析シ

年間の正面衝

位での事故集計

他市街地）を除

間（約168km）

していない場合

間と考慮し、整

した。抽出され

以上、かつ、致

断勾配i≧4.0の

行うと図７のよ

的な対策として

 

ワイヤロープ式

所において客観

は、施工箇所に

を計測した（写

・IC～森 IC 間

アンケート調査

区間の通過位置

位置（道路中央

側0.75mの中央

大きくなる場合

ける車線逸脱

正面衝突事故率

21 31 41

整備

221km

.0%かつR＜280m存在区間

真24 通過位置

型防護柵の導入

故が発生してい

システムにより

衝突事故による

計による）のう

除いた平地部

）が抽出された

合は、近傍の発

整備候補区間9

れた 259km に

致死率が急増す

の箇所がそれぞ

ようになり、ワ

て、136kmの区

式防護柵の効果

観的評価・主観

において画像撮

写真 24）。主観

間の開通直後に

査を実施した。

置は、ラバーポ

央から離れ）は

央帯幅員を考慮

合が多く、効果

脱防止対策技術

率による優先度

51 61 7

備区間

i＜4.
i≧4.
R＜2
i≧4.

全道平均値

136km

置の測定状況 

入すべき区間と

いる区間の抽出

り平成10年～

る死亡事故発生

うち、市街地

・山地部とした

た。死亡事故発

発生箇所まで連

93区間（約25

に対して、全道

する曲線半径R

ぞれ存在する区

ワイヤロープ式

区間を絞り込む

果を測定するた

観的評価行った

撮影を行い、車

観的評価は、道

に、一般ドライ

ワイヤロープ

ポール設置区間

は 0.6～1.2m

慮しても、対向

果が確認された

術に関する研究

度曲線 

1 81 91

.0%かつR≧280m

.0%
280ｍ
.0%かつR＜280m

値2倍3.3件/億台km

 

として正面衝

出を行った。

～平成19年の

生区間（1km

（DID及びそ

た結果、168

発生区間が連

連続した整備

59km）を抽

道平均値の 2

R＜280m と

区間で絞込み

式防護柵が効

むことができ

ために、導入

た。客観的評

車両通過位置

道央道大沼公

イバーを対象

プ式防護柵設

間に比べ、通

程度大きく、

向車との離れ

た（表10）。

究 
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図８ アンケート結果（防護柵を見た印象） 
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表11 ワイヤロープ張力管理表 

 

 気温（℃） 管理張力（kN）

-10 29
-5 28
0 26
5 25
10 23
15 22
20 20
25 18
30 17
35 15

図10 平成12年～平成21年に北海道内の一般国道で発

生した交通事故件数（左）と死亡事故件数（右） 

正面衝突

4,933
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工作物衝突
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3%

路外逸脱
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1%

その他
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89%

正面衝突, 
540, 35%

工作物

衝突 , 

255, 16%
路外逸脱 , 
75, 5%

その他, 
681, 44%

表10 導入箇所の車両通過位置（平均値） 

 

上り 下り 上り 下り

H25.1.19 2.5 2.1 1.5 1.3

H25.1.22 2.3 1.9 1.4 1.3

H25.2. 8 2.4 2.1 1.5 1.4
H25.3. 1 2.5 2.4 1.3 1.3

ワイヤロープ ラバーポール

※車両通過位置は車道中央から右タイヤ側面までの距離（単

位：ｍ）

調査日

図９ ワイヤロープ張力と気温の関係 
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ガイドライン案

アンケート調査は、道央道・八雲 PA にて、1,000 部

を配布し、郵送で338部を回収した。その内、155名の

方がワイヤロープ式防護柵を見たと回答し、さらに、155

名中 132 名の方が、「片側 1 車線の区間ではワイヤロー

プ式防護柵を設置してほしい」と回答があり、高い支持

率が得られた（図８） 

 

3.4 整備ガイドライン（案）の検討 

ワイヤロープ式防護柵の設置マニュアルとして、基本

的な仕様、施工方法や維持管理方法等を検討し、整備ガ

イドライン（案）として取りまとめた。主な項目は、ガ

イドライン案の位置付け、ワイヤロープ式防護柵の概要、

設計、施工方法、維持管理である。 

ワイヤロープ式防護柵の維持管理として、重要な位置

づけである張力管理方法を検討した。張力管理方法を検

討するために、米国テキサス州センターケーブルバリア

保守マニュアル 4)に記載されている海外メーカー各社の

張力管理表とネクスコ東日本北海道支社が道央道に設置

したワイヤロープ式防護柵の張力と気温の測定値から得

た近似式 5)を参照した。海外メーカー各社の張力管理表

からは、それぞれ回帰式を計算し、-15℃～45℃まで5℃

刻みで張力を計算した。海外メーカー各社の回帰式とネ

クスコ東日本の近似式から傾きを-0.31 に設定し、気温

20℃の時に20kNを設定すると切片26.2kNを得るので、

管理張力は以下の式となった（図９）。 

管理張力(kN)= -0.31 ×気温（℃）＋26.2kN 

得られた式から張力管理表を作成した（表11）。 

 

 

 

4. 工作物衝突事故対策技術の提案 

4.1対策箇所の選定技術の検討 

平成 23 年度は、対策箇所の選定技術の検討として、

平成12年～平成21年の10年間に北海道の一般国道で

発生した車線逸脱事故（正面衝突、工作物衝突、路外逸

脱）を分析し、事故多発区間を抽出し、車線逸脱事故多

発区間における道路条件、交通特性、事故発生状況を整

理した。平成12年から平成21年に北海道内の一般国道

で発生した交通事故データ交通事故 66,178 件のうち、

分析に使用する車線逸脱事故（正面衝突4,933件、工作

物衝突1,855件、路外逸脱678件）計7,466件を抽出し

た（図10）。 

車線逸脱事故件数は年々減少傾向にあり、平成 12 年

の1,110件から平成21年は370件まで約1/3に減少し、

死亡事故件数は平成12年の137 件から平成21年の46



件まで、約 1

多発区間は、

特性を整理し

対策箇所の

への衝突事故

策を行う位置

亡事故に至り

車道部幅員、

標を抽出した

を付ける方法

点化するにあ

度別の規定値

量、平均旅行

の値を閾値と

突事故対策箇

表12 指標

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 工作

 

4.2対策技術

平成24年度

た高速ツアー

対応のランブ

及び、苫小牧

振動計におけ

トによる主観

現在、一般

ストリップス

両への安全性

等の大型車へ

速道路の路肩

きく、深い切
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車道部幅
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大型車交通
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有
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の選定手法を検

故は、死亡事故

置づけとし、そ

りやすい特徴を

昼夜率、大型

た。これらの指

法を用いること

あたり、「道路構

値、特例値を閾

行速度は、死亡

とした（表 12）
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標の閾値（設計

作物衝突事故対

術の検討 

度は、平成24

ーバスの防音壁

ブルストリップ
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型車交通量、平
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構造令の解説と

閾値とし、昼夜

亡事故割合が高

）。以上の検討

位を13段階に分
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対策箇所の選定

4年4月、関越

壁衝突事故対策

プスの規格と施

路における試験

価と一般道路利

った。 

道路に敷設され

や原付、自動二

いるため、切削

による注意喚起
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討から、工作物

分類した（図1

の箇所の場合）

定フローと箇所

越自動車道で起

策として、大型

施工方法の検討

験施工、騒音計

利用者のアンケ
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ル

5 郊外部にお

討の結果、切削

は、15mm、18mm

試験施工を行っ

リップスを施工

装着させた突起

ついては突起型

ることにより、

保した（写真2

表13 試験に

写真25 突

主観的評価試験

を試験施工後、

ート方式とした

ラックの走行時

自動車、自動二

た。その結果、

の横幅が大きく

する回答が多く

車への安全性の

削溝の横幅が大

回答する割合が

真26 大型車対

と主観的

横　　幅 A

切削ピッチ B

縦　　幅 C 2

深　　さ ｔ

ける車線逸脱

削横幅は350mm

m、21mmの3種

った（表 13）。

工するために、

起型車輪を新た

型車輪の円弧形

既存の切削ド

25）。 

に用いたランブ

突起型車輪の形

 

験は、苫小牧寒

一般道路利用

た（写真 26）。

時における注意

二輪車の走行時

大型車に対す

く深い規格にな

くなり、普通乗

の評価について

大きく深くなる
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対応規格のラン

的評価試験の様

250 270 280 25

15 18 21 1

350

530

大型車両対応

脱防止対策技術
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たに開発した。

形状の突起物の

ドラムで所定の

ブルストリップ

形状および切削

寒地試験道路に

用者（107 人）

評価方法は、

意喚起効果と普
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なるほど「効果
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る規格となるに

向が見受けられ
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様子（右） 

2条
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現

500

応規格

術に関する研究

種類、切削深
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切削ドラム
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の切削縦幅を

プスの規格 

削ドラム 

に6種類の規

によるアン

バス、大型

普通乗用車、

全性の評価と

効果は、切削

果あり」と評

動車、自動二

格が軽量かつ
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れた（図12）。
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図12 アンケ

 

客観的評価

車内振動の測

他に、現行規

結果、車内騒

型車対応規格

速度が増すと

13）。切削横幅

ては、特に大

ついても走行

る傾向を示し

車対応規格で

（図 14）。車
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ケート結果（上

価は、騒音計に

測定を行った。

規格の2種類の

騒音は、舗装路

格で 70~80dB

と騒音レベル

幅や深さの違い

大きな差は見受

行速度が増すに

し、舗装路面走

で105～120dB

車内振動におい

は見受けられな

もやや高い振動

ルストリップス

ベルを示した。

3 大型バスに
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70
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図16 大型バスにおける冬期振動測定結果 

 

平成 26 年度は、大型車対応のランブルストリップス

の規格を検討するために、苫小牧寒地試験道路において

道路管理者と交通管理者のアンケートによる主観的評価

を行った。参加者は交通管理者（北海道警察）、道路管理

者（北海道開発局、ネクスコ東日本）の計 39 名であっ

た。主観評価試験は、6 種類のランブルストリップス上

を走行した後、アンケート用紙に各規格の印象を回答す

る方式とした。アンケート内容はバス、大型トラックの

走行時における注意喚起効果と普通乗用車、軽自動車、

自動二輪車（中型）の走行時における安全性の5段階評

価とした。その結果、大型バスに対する警告効果では、

幅500mm、深さ21mmの規格が「効果あり」と評価す

る割合が高く、大型トラックでは幅 350mm、深さ 15，

18mmの規格で「効果なし」の割合が高く、大型バスに

比べ、全体的に「効果あり」の割合が低かった。軽自動

車に対する安全性評価では、「危険」と感じた割合が幅

500mm、深さ21mmで最も高かった。自動二輪車に対

する安全性評価では、「危険」と感じた割合は無かった。 

アンケートの最後に最適な規格に対する質問項目では、

A=500mm、t=18mmが最も高い支持を得た（図17）。 

考案した6種類のランブルストリップスのうち、大型

車両の車線逸脱事故対策として実道への導入に最も適す

る規格について検討を行った。検討には過年度に行った

一般道路利用者による主観評価や車内の騒音や振動の測

定結果を総合的に勘案して決めることとした（図18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図17 最適な規格に対する回答（N=39） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図18 推奨規格検討フロー 

 

各規格の主観評価と定量評価の順位に加点方式で評価

した結果、実道へ設置する大型車対応のランブルストリ

ップスの推奨規格は、横幅 A=500mm、深さ t=18mm

とした（表 14）。ただし、路肩の幅員に余裕がない場合

は横幅A=350mmに変更する等、現地の道路交通環境に

対応した規格を検討することが望まれる。 

表14 総合評価結果一覧 

 

 

 

 

 

 

4.3対策マニュアルの検討 

平成 27 年度は工作物事故対策マニュアル（案）を策

定するために、工作物衝突事故分析、事故多発箇所の抽

出及び多発箇所の現地調査、対策箇所選定手法の検証、

工作物衝突事故対策に関する対策事例集を取りまとめた。 

工作物衝突事故は平成16年～平成25年の10年間の

人身事故について、1,602件の車線逸脱事故を抽出した。

事故データの項目と死傷事故、死亡事故、致死率（死亡

事故／死傷事故）に着目し、工作物衝突事故の発生特性

を分析した。その結果、死亡事故は8月に多いが、死傷

事故は 11～12 月に多く、工作物別では防護柵が多いこ

となどが明らかになった。工作物衝突事故データとH22

道路交通センサス区間と関連付けて、北海道開発局の開

発建設部毎に事故多発区間を抽出し、事故多発区間の位

置、特徴について整理した（表15、表16）。 

表15 工作物衝突事故多発箇所の一例 

 

 

 

大型車対応規格の試験施工（6種類）

・ 軽車両の流入制限のある自専道
・ 施工箇所は車道路肩を想定

施工規格の考案

警告効果及び安全性を整理

推奨規格の提案

定量評価主観評価

交通・道路
管理者
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車両走行試験

車内の振動・騒音測定
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開建 rank 区間番号 路線名

道内国道
工作物
衝突
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逸脱

札幌 1 1300120210 一般国道１２号 一般国道３３７号 ～ 江別市・岩見沢市 境 6.3 11 1 12

札幌 1 1304530080 一般国道４５３号 恵庭岳公園線 ～ 支笏湖線 11 11 1 12

札幌 3 1302300110 一般国道２３０号 川沿石山連絡線 ～ 小樽定山渓線 13.8 11 0 11
札幌 4 1300360210 一般国道３６号 恵庭栗山線 ～ 江別恵庭線 3.4 9 0 9
札幌 4 1304530060 一般国道４５３号 真駒内御料札幌線 ～ 南区・恵庭市 境 7.6 8 1 9
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所の衝突実験施設おいてBm種（一般道路）の性能確認

試験を行った。また、実道への導入に向け、橋梁等の構

造物箇所に向けた仕様の検討、支柱基礎や支柱を試作し、

支柱衝突実験を実施した。 

平成 26 年度には、張力低下時における性能向上対策

のために連結材を開発し、テストドライバーによる実車

衝突実験を行った。 

平成 27 年度には、連結材の最適な仕様を検討するた

めに大型貨物車実車実験を行い、連結材を使った防護柵

の性能確認試験を行った。また、ワイヤロープ式防護柵

の設置マニュアルとして、基本的な仕様、施工方法や維

持管理方法等を検討し、整備ガイドライン（案）として

取りまとめた。 

今後は連結材を使った性能確認再試験を行い、性能向

上を計った仕様を確定すると共に、既設道路への効率的

な施工方法や適切な維持管理方法を検討し、2 車線道路

におけるワイヤロープ式防護柵の活用促進を進める予定

である。 

工作物衝突事故対策手法の提案は、平成 23 年度に平

成12年～平成21年の10年間に北海道の一般国道で発

生した車線逸脱事故（正面衝突、工作物衝突、路外逸脱）

を分析し、事故多発区間を抽出し、車線逸脱事故多発区

間における道路条件、交通特性、事故発生状況を整理し、

対策箇所の選手法を検討した。 

平成 24 年度には、大型車対応のランブルストリップ

スの規格と施工方法の検討、及び、苫小牧寒地試験道路

における試験施工、騒音計・振動計における客観的評価

と一般道路利用者のアンケートによる主観的評価を行っ

た。 

平成 25 年度には、大型車対応のランブルストリップ

スの規格を検討するために苫小牧寒地試験道路において、

冬期道路条件下で客観的評価と主観的評価を行った。 

平成 26 年度には、大型車対応のランブルストリップ

スの規格を検討するために苫小牧寒地試験道路において、

道路管理者と交通管理者による主観的評価を行い、設置

に向けた推奨規格を提案した。 

平成 27 年度には工作物事故対策マニュアル（案）を

策定するために、工作物衝突事故分析、事故多発箇所の

抽出及び多発箇所の現地調査、対策箇所選定手法の検証、

工作物衝突事故対策に関する対策事例集を取りまとめた。 

今後は大型車対応ランブルストリップスの試験導入と

工作物衝突事故対策マニュアル(案)の普及を進める予定

である。 
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Abstract:  

Recently, number of fatalities due to traffic accidents is in a downward tendency in 

Japan. However, a road safety measure is still an important measure. In order to reduce 

fatalities further, it is necessary to prevent the lane deviation accidents at the places where 

fatality rate is high in suburban areas. 

In this study, the development of wire rope barrier systems and the proposal of fixed 

object crash countermeasure technology are examined to prevent the lane departure accidents 

in suburban areas. 

Key words: road safety, head-on collision, fixed object crash, countermeasure, wire rope barrier 

systems 

 


